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本書は、「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業/圧縮天然ガス（CNG）

車普及に向けたインフラ構築を含む持続可能な環境整備・実証事業(インドネシア)」の個別テー

マの事後評価に係る報告書であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第２９条に基づき「エ

ネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業/圧縮天然ガス（CNG）車普及に向

けたインフラ構築を含む持続可能な環境整備・実証事業(インドネシア)」事後評価委員会を設置

し、事業評価実施規程に基づき、評価を実施し、確定した評価結果を評価報告書としてとりまと

めたものである。 
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たインフラ構築を含む持続可能な環境整備・実証事業(インドネシア)」個別テーマ／事後評価委員会 
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1. 総合評価 
＜総合評価＞ 
 政策目標や世界的な動向などが大きく変化している中で、強み、弱みが見えたことは大きな成果。

また、コロナ禍という大変な状況の中での作業であり、マネジメントも十分に機能したものと思

料。 
 今回初めて国際協力での実証実験の審査をさせていただいたが、その実証事業の難しさを改めて

感じた。そこには単純な技術的問題等だけではなく、相手国の国状や政治的背景なども影響し一

筋縄ではいかない部分を感じた。 
 本来、産ガス国であるインドネシアにおいては、そのエネルギーセキュリティーの観点からも、

石油系燃料のガソリンや軽油に対し、当然かなりの価格差があるものと予想していた。しかしな

がら現地の政治的理由により、軽油には多額の補助金が出ており、その価格差はほぼないに等し

かった。当初この話が現地で出てきた際には、そのあたりの改革も目指されたのではないかと推

察するが、やはり政治的な理由により簡単なことではなかったと思われる。 
 本来、商用車は実用の車であり、経済性の確立なしに普及するものではない。どれほど環境に良

い車であっても、経済性が成り立たねば、使う会社は採算が取れず潰れることとなる。異様な補

助金によって軽油価格が安く設定されている状況下においては、天然ガス自動車の普及の余地は

当然難しいと考えられる。 
 ただ無理な補助金は財政を圧迫し長くは続かず、EV 一辺倒の現在の世論も、EV が増えて来た時

の運用の難しさや、その技術課題が顕になってくれば、少し落ち着きを取り戻すかもしれない。

そうなれば天然ガス自動車も再評価を受けるかもしれず、その時には本実証実験で得られた知見

や提言書は大いに役立つ事となろう。 
 本事業は、対象国での普及に向けて、具体的かつ実現可能性の高いビジネスプランが検討されて

おり、また、同国において、普及のために必要な政策形成・支援措置が検討されている。政策形

成・支援措置、対象国・地域又は日本への波及効果の可能性を期待したい。 
 ＣＮＧを運輸部門に導入してエネルギーセキュリティの確保、および CO₂排出量の削減を政策と

して進めることは、実証事業の当時も現在も将来も変わることではないと考える。 
 計画から実施まで長期にわたる事業であり、政権交代や事業環境の変化、新型コロナの制約や未

曽有の洪水等、数々の想定外の困難を乗り越え事業を遂行されたことに敬意を表します。 
 今後、カーボンニュートラル（CN）への流れの中、バッテリー産業を抱える尼国においても EV
化の流れがあるとのことでしたが、特に大型車については EV 化が困難なため多様な選択肢を残

し、選択肢の一つとして燃料の CN 化も進んでいくものと考えられます。例えば、バイオガス利

用やメタネーションによる合成メタン等は、CNG 車両に利用できる燃料となるため、再度 CNG
車の展開も想定でき、EV 一辺倒の展開は真の CN 化に繋がらないばかりか、エネルギーセキュリ

ティ面でも問題が大きいと考えます。 
 政策提言の内容が、早期にアクションとして実施され、今回の事業内容が尼国で展開されること

を願いつつ、今回築いた尼国との良好な関係をより広く展開されることを望みます。 
 計画実施の遅延、洪水の発生による計画変更、コロナ禍という困難な状況下での事業実施ではあ

ったが、実証事業から多くの成果を得られたことは、対象国関係機関、NEDO、事業者間の連絡・

連携や事業者による実施・運用体制がしっかりしていたことを示す。事業遂行に際して発生した

課題解決に対する支援にまで事業活動が広がったことで、本事業が単なる技術的実証にとどまら

ないものとなった。制度設計に関する提言を事業に含めたことで、普及に向けた活動に継続的に
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関与できる素地を構築したことも評価できる。軽油への補助金が CNG 車への転換の妨げになり

得ることは事業計画段階から想定できたと思われるが、実証事業により CNG 貨物車の経済性に

関するデータを得られたことは成果であり、今後の制度設計に関する提言や普及促進活動に事業

の成果を有効活用できるかが問われるものと思われる。 
 
＜今後に対する提言＞ 
 インドネシアのカーボン排出ネットゼロに向けて様々な技術オプション、シナリオが検討される

と思われる。CNG は代替案となるかもしれないが、本件の成果は検討に有益な情報を持つものと

思われる。NEDO には本成果を政策提案として活用し、インドネシア側との対話を継続すること

を期待する。先般日本政府が打ち出した Asia Energy Transition Initiative は活用先の候補にな

ると思われる。 
 現在の環境エネルギーの問題、特に車両のカーボンニュートラルの問題に関しては、明確な解と

言うものが決まっているわけでもなく、まだまだこれから色々な技術が現れ、迷走する可能性も

はらんでいる。その中で今回の取り組みによって各実施者に得られた貴重な人的なつながりは、

今後の状況変化によっては大きな資産となりえるかもしれず、その交流の絆は大切にしていただ

きたい。 
 特に欧州から発信される昨今の世界的な乗用自動車の電動化の動きは、同国の政策にも影響を与

えることと思われる。CNG インフラの運輸部門への導入は一旦保留とされる可能性が高い。しか

し、電力セクターのカーボンニュートラル化、および電力系統の拡充に要する投資は、膨大な費用

と工数を要すること、および大型貨物車の電動化は技術的なハードルが高く、コストメリットに

欠けることから、2050 年までの間に天然ガス導入が現実的な解として再度、再考される時期が来

るものと思われる。すなわち、電動化は乗用車の分野にて長期的な進められるものの、一方で大型

貨物車の分野では天然ガスの導入が見直しされ、現実解として CO₂削減に貢献することが期待さ

れる。２０５０年に向けた長期的視点ではカーボンニュートラルなＣＮＧの利用も考えられる。

よって、本事業で提供したソルーションは、今回の事業終了に合せて打ち止めとすることなく、継

続して、さらなるポリッシュアップをはかり、何時でも活かせるようにしていただきたい。 
 尼国とおなじ東南アジアの産ガス国であるタイでは、CNG 車の普及が先行している状況と思いま

す。タイと尼国との大きな違いは、軽油への燃料補助政策かと思いますが、その他にも要因がある

のであれば対策の検討が必要かもしれません。 
 本事業が今後譲渡先において継続的に有効活用されることを注視しつつ、今後の発展的展開が見

込まれるタイミングがあれば、今回の実績をもとに日本の技術力が優先的に採用されるよう尼国

との良好な関係を継続されることを願います。 
 本事業が目指す CNG 車の普及に限らず、自動車の低炭素化には、車両開発やインフラ整備、低炭

素車利用に関する技術的理解の促進と経済性の改善、エネルギーや車両に対する課税や補助金制

度の見直しを含む制度改定などが必要である。本事業は、これらに資する成果を得られるように

デザインされている。それでも、社会実装に向けた本格的な行動を対象国に促すには、低炭素社会

における自動車の将来像を提示し、自動車の低炭素化に向けた社会的気運を醸成することが求め

られる。低炭素車への移行や制度構築の必要性を、エネルギー所管官庁以外の省庁や対象国政府

に対してだけでなく、国際的な場でも継続的に訴えていく必要がある。こうした活動は、CNG を

含む燃料・技術選択にも影響することから、日本政府の政策や事業者の戦略、対象国の社会経済環

境も考慮して、日本政府関係機関と事業者、対象国とが協力して行っていく必要がある。 
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 NEDO に対しては、「制度設計の提案」を事業の柱の一つに据えたことは高く評価する。今後の国

際事業の範としていただきたい。国際事業、特に新しいインフラ系の事業提案の場合はバリュー

チェーンの全体をケアすることが必須であり、チェーンの一つでも欠けると事業成果の普及可能

性を著しく損ない、投資が無駄になることが危惧される。 
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2. 各論 
2.1. 事業の位置付け・必要性について  
＜肯定的意見＞ 
 インドネシアもカーボン排出ネットゼロを目指している。排出ネットゼロへの道筋は一つではな

く多様な可能性を考える必要がある。本件は CNG の利用の強みと課題を明確にしており、インド

ネシアのエネルギー事情、社会環境を踏まえたシナリオを考える際に有益な情報を提供する。イ

ンドネシアとの政策対話にも活用できる。十分な成果。 
 日本における天然ガス自動車導入の歴史は古く、長年の技術蓄積もあり、特に近代的な天然ガス

自動車が普及し始めたこの 20 年あまり、大きな事故を一切起こしておらず、インフラ技術に関し

ても高い実績があったと言える。 
 また日本政府は日本の技術協力を通じて国際的な CO₂削減に資することを重要な政策と考えてお

り、本プロジェクトにおいて日本がインドネシアにおける圧縮天然ガス自動車の普及を通じてそ

の環境対策に貢献する事は国の方向とも合致していると考える。このように相手国政府の政策に

も関わってくる事業であり、民間企業のみでは難しく、NEDO が関与する事は非常に重要であっ

たと考えられる。 

 対象国が運輸部門へ天然ガスを導入する際の課題を解析し、そのソルーションを提供することを

目的とする事業。事業実施者は単に単体の技術や製品を提供するのではなく、 

1. 天然ガスの充填システム 

2. 天然ガス自動車（乗用車と大型貨物車） 

3. 制度設計の提言、 

という３つの事業を一連のパッケージとして掲げ、目的の達成を目指したことは高く評価される。 

 NEDO の尽力による尼国政府との合意の下、日本の高い技術を車両からスタンド建設、制度設計ま

でをセットで提供するという試みであり、意義のある取組みと言える。温室効果ガスの削減効果

についても、コロナ下で車両走行距離が伸びないため想定での試算となるが、想定以上の効果が

確認出来ている。 

 尼政府とのパイプが強くできたことで今後、産ガス国であり多くの工場を抱える尼国との関係強

化につながるものであり、自動車業界、ガス業界をはじめ各産業においてもそれらの恩恵が広が

ることが期待できる。 
 計画立案段階時点では、天然ガス自動車の普及促進は、温室効果ガス排出削減や環境対策上の選

択肢のひとつであり、エネルギー政策としての天然ガス利用促進という対象国政府の政策を考慮

したものでもあった。 
 事業の計画立案と円滑な実施には、MIGAS、プルタミナとの協力が必要であり、両機関と継続的

な協力関係を構築している NEDO を関与させることは適切であった。 
 
＜改善すべき点＞ 
 民間だけでは困難で、NEDO が支援することの意義として、NEDO の政策対話がある。補助金改

革を含むエネルギー政策対話をもっと重視して欲しかった。 
 厳しいことを言えば採択時点で想定していた政策状況に対する将来予測において若干楽観的では

なかったかと言う思いはある。ただこれに関しては現地での政治的な背景もあり、簡単に改善で

きると言う問題でもないとは思われる。 
 制度設計については、天然ガスの充填システム、天然ガス自動車に加えて、天然ガスの運用部門へ



11 

 
  

の導入に係るバリューチェーン全体に拡張して（調査・解析を実施して）いただけるとさらに良か

った。本事業の成果がさらに価値あるものとなったと考えられる。 
 当初想定より事業環境が厳しくなった面が多々あるが、尼国の低品位軽油への補助が継続されて

おり、CNG 事業への方針が中途半端であった中での事業スタートに対するリスク策について一

部、十分ではなかった。 
 BtoB のカウンターパートで実施主体となるプルタミナが石油事業者であり、大きな課題となる競

合燃料の低品位軽油の利用や補助金を廃止するにあたりインセンティブが働かず、尼国政府への

働きかけを NEDO とともに行うことができないことが明白であったと思われる。政策の流れが想

定通りにいかないリスクも織り込み、事前に対応策（例えば、CNG への同様の補助）を検討して

おくことが必要であったと思われる。 
 国内外や対象国の社会経済的課題とその解決に活用可能な技術オプションを整理した上で、対象

技術や事業の位置づけや意義を評価することも必要であると思われる。本事業の場合、例えば電

気自動車と CNG 車との競合が想定できるが、計画立案段階時点では、電気自動車の普及可能性は

不確実であった。現状では CNG 車は劣勢にあるかもしれないが、電気自動車の普及に向けた課題

や社会経済的な課題は残っている。こうした技術開発と選択に係わる問題は他の技術でも起こり

うる。 
 対象国は国産化志向が強いことから、事業完了後の CNG 車の普及促進まで考慮すれば、自動車製

造を所管する官庁を含めた連携が求められたかもしれない。 
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2.2. 実証事業マネジメントについて  

 
  

＜肯定的意見＞ 
 当初想定した事業環境と異なるなか計画を予定通り実施できた。 
 カウンターパートナーとして MIGAS そしてその下の Pertamina を巻き込み、洪水の発生そして

このコロナ禍の非常に難しい状況下で、事業をマネジメントし所定の実験を有効に進めてきた事

は、高く評価して良いのではないか。今回の事業を通じて作られた人的なつながりは、今後日本の

国益にもつながってくるものと感じた。多くの困難の中実証事業を成功に導いた NEDO 及び実施

者の方々のご苦労に敬意を表したい。 
 実証事業の内容は、1)事業の対象国および組織の選択、2)困りごと・課題の事前把握、3)提供可能

なソルーションの解決可能性、4)提供するソルーションは相手が欲しいと思うものであるか？ 

等のリテラシィが網羅されている。実施者は上記 1).2).3).を分担する専門事業者の集合体で編成

されている、互いに連携して事業が進められた点を高く評価する。 
 未曽有の洪水により、都市部 2 箇所でのスタンド設置計画が遂行できなかったものの、既存スタ

ンドのデータを連携活用することの協力を得る等、協力体制が構築できたと思われる。 
 委託先は各社とも国内や他国にて CNG 関連の事業実績があり、高い技術・実績を持つ事業者であ

り、事後検証も適切に行われている。サイト企業への対応・指導も適切に行われ、事業が適切に遂

行されたと考えられる。 
 対象国側の事情による計画実施の遅延、洪水による都市型充填所の断念、新型コロナの感染拡大

などの問題が次々と生じる中で計画をおおむね遂行できたことは、相手国との関係や実施体制が

良好で、事業の進捗状況や環境変化に適切に対応できたことを示す。 
 CNG 充填所や CNG 車の技術的検証に加えて、機器の継続的な運用と制度設計に対する提言を含

めたことで、事業終了後も CNG 車普及に向けた環境整備を事業対象国に対して継続的に働きか

ける環境を整備できた。 
 
＜改善すべき点＞ 
 事業計画の時間が少し長くなりすぎ、時代の流れに少し遅れてしまった感がある。今後はよりス

ピーディーに計画そして実行されることが望まれる。 
 対象国の水害（浸水）、新型コロナ感染症の拡大、実施事業の対象地域の選択（当初想定地からの

変更）が余儀なくされ、その結果、事業実施計画の遅延、および事業内容の縮小が余儀なくされ

た、一方で、実施者のご尽力でそれらの回復に努められたことは高く評価する。今回の経験を今後

の国際事業に活かす PDCA の視点から気候変動に係るリスクおよび収益機会が事業活動や事業成

果に与える影響について、必要なデータの収集と分析を行い、ESG への取り組み、またはその他

の枠組みに基づく開示の量と質の充実を進めるべきである。 
 信頼性が高く継続使用において有利な圧縮機等を標準化するにあたり、IC（Initial Cost）の課題

を残したが、LCC（Life Cycle Cost）の観点からの評価を行う等で、今後の展開につなげること

ができれば、なおよかったと思われる。 
 制度設計提言書を、CNG 車の普及促進に今後どのように活用していくのか、更なる検討の余地が

あると思われる。 
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2.3. 実証事業成果について  
＜肯定的意見＞ 
 課題を明確にすることができた。 
 本実証実験で日本の技術的な優秀性を示すデータが十分得られた事は、日本の技術力を証明する

上でもよかったのではないか。提供された車両やスタンド機材そしてその運用は、現地 CNG 車の

安全性信頼性の向上に大きく寄与できたと思われる。今回限られた時間軸の中で行われた実証実

験としてはかなりのデータが蓄積されており、現地の状況を考えれば十分な事業成果が出たと判

断する。 
 本実験を進めていく中で、コロナ禍と言う状況もありリモート技術の導入が大きく進んだ事は今

後の国際協力の上でも大きな成果である。また本実証事業の成果を元にした提言書を作成できた

事は、特に大きな成果であると言わざるを得ない。 
 本事業の内容・計画の達成状況と成果の意義に関しては、事業の当初目標は達成したものと評価

する。ただし、相手国の石油系の燃料価格（特に軽油）が低価格で、天然ガスの価格が高い現状の

ままであれば、5 年後、10 年後に描いた省エネ効果、代エネ効果、CO₂削減効果の実現は厳しい

と判断する。事後評価委員会のヒアリングにて前提条件が叶わない場合の想定についても、もう

少し具体的に示して頂ければよかった。ただ、本事業の核の一つとして「制度設計」の提案を設定

したことで、相手国に天然ガスの運輸部門への導入について貴重な提言を提供できたことは救わ

れるところであり、ここに肯定的な意見として再録する。その内容は我が国の今後のエネルギー

代替、省エネルギーにも資するものであると考える。 
 CNG 充填所、CNG 車両、制度設計いずれも当初の成果目標を達成しており、尼国からも高い評

価を得ていることから、本事業での成果は十分あったといえる。 
 充填所は、オイル混入が非常に少ない高品位なガスを早い充填速度で提供し、またリモート SV を

利用して故障低減を実現することでさらなる CS につながることを示せている。 
 CNG 充填所や CNG 車の技術的検証については、コロナ禍の制約条件の下で可能な限りの成果を

出せるように日本側事業者、NEDO プロジェクトチームは尽力した。 
 遠隔操作や Web ツールの活用などの運用面の工夫は、将来的にも活用できる成果である。 
 制度設計面での提言に加えて、省燃費運転や運行管理、安全指導など実証走行に係わる課題解決

に支援が及んだように、本事業が単なる技術的実証にとどまらなかったことは、本事業の成果の

特徴として評価できる。 
 
＜改善すべき点＞ 
 政策目標など投資環境が変化した。それに応じて CNG の技術オプションの中での位置づけの見

直しを行って欲しかった。CNG にも強みと弱みの両方があり、EV やその他の手法も同様である。

他の技術オプションとの比較をまとめると政策提言として有益と考えられる。 
 洪水や計画変更といった現地の特殊事情があったとは言え、都市型充填設備の建設が実行できな

かった事は残念であった。 
 事業のステアリング委員会は、実施者幹部による適切なリスクティクを支える環境整備を行うこ

とを役割・責務の 1 つと捉え、実施者からの事業提案を歓迎しつつ、その提案に対して独立した

客観的な立場において多角的な検討を行うべきであろう。 
 多角的で十分な検討は、「言うは易く行うは難し」なところである。例えば、今回の事後評価委員

会の委員から事前および適時にアドバイスを受けることができたなら、事業戦略の修正や事業展
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開の最適化が図れた可能性は高いと思われる。 
 事業の省エネ効果、CO₂削減について費用対効果で評価する指標がなかったため、水準の妥当性

については評価が困難。本事業で成果のあったスタンドモデルが高価でコスト対応で十分な解決

策がないため、今後標準化される展開が見えていない。 
 ユーザーの CNG 車利用の経済的評価については、補助金付き軽油が存在する限り採算が取れな

い。政策的な課題であるが、解決時期の目途がないことから、政策提言が早期に実施されることを

願います。 
 事業評価の際、実証事業から得られたデータを活用した数量的な評価は不可欠であるが、同時に

定性的な評価でも構わないので、複数の代替燃料・技術オプション（本事業であれば電気や水素）

と比較・検討が提示されると、今後のフォローアップの必要性や普及可能性を検討する際に参考

になると思われる。 
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2.4. 事業成果の普及可能性  
＜肯定的意見＞ 
 自家用、タクシー、バスなどの特性、地域特性に応じて、また移行期間において、技術オプション

を使い分ける政策になる可能性があり、その場合には一定の需要が期待できると思われる。 
 確かに本事業においてインドネシアでの天然ガス自動車の普及拡大が大きく進んだかと言われる

と厳しい状況にある。今日これまでの CO₂削減の流れは、CO₂ゼロを目標とすることへとフェイ

ズが変わり、乗用車においては急激な EV への傾倒が世界的に起こっている。そして貨物車におい

ては、そもそも軽油の補助金等同国の政策的な問題もあって、燃料価格による経済的メリットはな

く普及を促す経済性がない以上、同国での天然ガス自動車の普及は現状困難と考える。 
 しかしながら EV にもまだまだ問題があり一足飛びに EV に変わっていくとは考えにくい。そんな

中 CO₂削減、エネルギーセキュリティの観点からも天然ガス自動車の必要性がなくなったわけで

はなく、EU タクソノミーにおいて天然ガスの利用が過渡期の手段として再評価を受けているよう

に、今後また天然ガス自動車への期待も高まってくる可能性も多いにある。その際もし同国の政策

的な問題が改善されるならば、今回の実験は大きな礎となってくれるかもしれない。 
 本事業は、対象国での普及に向けて、具体的かつ実現可能性の高いビジネスプランが検討されてお

り、また、同国において、普及のために必要な政策形成・支援措置が検討されている。政策形成・

支援措置、対象国・地域又は日本への波及効果の可能性を期待したい。 
 CNG を運輸部門に導入してエネルギーセキュリティの確保、および CO₂排出量の削減を政策とし

て進めることは、実証事業の当時も現在も変わることではないと考える。 
 事業実施について各段階で日本側からはベストエフォートでの事業が行われたと考えられる。政策

提言の内容は、いずれも的を射た適切な内容になっており、提言が早期に実現し実行されればさら

なる普及への展開が進むことが期待される。 
 充填所の建設・運営・維持、CNG 車両の実走、制度設計といった CNG 車普及に求められる環境

整備をひとつの事業にしたことで、個々の技術の検証に加えて、普及に向けた広範な活動に対して

継続的に関与できるスキームを構築できた。 
 実証事業により充填所の建設・運営の経験が蓄積され、メンテナンス体制が確立された。 

 
＜改善すべき点＞ 
 燃料補助金など現状の制度の問題点についても指摘、政策変更を提言して欲しかった。そのために

は、他オプションとの比較（強み、弱み）を行うことが必要。 
 日本の技術の優秀性は証明できた反面、そのコストに関してはやはり問題が残ったようにも感じ

る。今後安全性を確保しつつも、コストの安い海外部品の調達等は必要不可欠と考える。 
 国際事業においては、バリューチェーンの全体に係る視点にて、長期的な視点から事業計画を練っ

ていただくことが肝要。即効的な評価、短期的な評価に対するリスクヘッジとなろう。 
 CNG 燃料利用は、エネルギー多様化の面からエネルギーセキュリティに資するものであり、日本

においては震災時に製油所が被災しさらに輸送ネットワークが正常に機能しなくなった際にも中

圧ガス導管による供給継続がされたことでほとんどの CNG スタンドは通常運営により CNG 車が

活躍した実績がある。尼国で軽油・ガソリンの供給途絶や制限等の不測の事態が起こった場合に備

え、エネルギーセキュリティ面からの CNG 利用推進も提言することが望ましいと考える。今後の

普及のカギは尼国の政策対応が、NEDO 提言通りに進められることであるが、結果としては見通

しが厳しい状況と思われる。 
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 軽油への補助金が貨物車のディーゼルから天然ガスへの転換の妨げになり得る点については、事業

計画段階から想定できたと思われ、より綿密な検討が必要であった。 
 普及には天然ガスの利用促進に加えて、CNG 車の普及が必要である。社会的受容性を高めるため

にも、CNG 車の有用性をエネルギー所管官庁以外の省庁や対象国政府に対してだけでなく、国際

的な場でも訴えていく必要がある。 
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3. 評点結果 
 

 
評価項目 平均値 

１．事業の位置付け・必要性 2.8 A A A B A 
２．実証事業マネジメント 2.8 A A A B A 
３．実証事業成果 2.6 B A A B A 
４．事業成果の普及可能性 2.0 B B B B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

 
 
 

〈判定基準〉   
１．事業の位置付け・必要性  ３．実証事業成果 
・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

 ・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

  
２．実証事業マネジメント  ４．事業成果の普及可能性 
・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

 ・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 

  

2.0 

2.6 

2.8 

2.8 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．事業成果の普及可能性

３．実証事業成果

２．実証事業マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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参考資料 評価の実施方法 
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「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／ 
圧縮天然ガス（CNG）自動車普及に向けたインフラ構築を含む持続可能な環境整備・実

証事業（インドネシア）」個別テーマ／事後評価に係る評価項目・基準 
 

 

１．事業の位置付け・必要性 

(1) 意義 

・ 対象技術について、国際的な技術水準や競合技術の状況が適切に分析され、我が国が

強みを有するといえるものであったか。 

 

(2) 政策的必要性 

・ 案件の発掘、実証要件適合性等調査及び実証前調査でのプロポーザル、実証での売り

込みなどのフロー全体を通じて、我が国の省エネルギー、新エネルギー技術の普及が

促進され、世界のエネルギー需給の緩和を通じた我が国のエネルギーセキュリティの

確保に資するものであったか。また、温室効果ガスの排出削減に寄与するものであっ

たか。 

・ 当該フロー全体を通じて、技術の普及に繋がる見通しが立っていたか。 

・ 同時期以前に同じ地域で、同じ技術の実証や事業展開がなされていなかったか。 

・ 日本政府のエネルギー基本計画等の政策の趣旨に合致していたか。 

・ 対象国政府との政治・経済的な関係を考慮した効果的なアプローチとなっていたか。 

  

(3) NEDO 関与の必要性 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことにより、公的

資金による実施が必要とされるものであったか。とりわけ、技術的な不確実性の存在、

普及展開を図る上での運転実績の蓄積、実証を通じた対象国における政策形成・支援

の獲得など、実証という政策手段が有効であったか。 

・ 採択時点で想定していた事業環境や政策状況に関する将来予測・仮定について、実証

終了時点の状況との差異が生じた要因を分析した上で、採択時における将来予測・仮

定の立て方が妥当であったか。また、将来予測・仮定の見極めにあたり今後どのよう

な改善を図るべきか。 

 

２．実証事業マネジメント 

(1) 相手国との関係構築の妥当性 

・ 対象国と日本側との間で、適切な役割分担及び経費分担がされたか。 

・ 対象国において、必要な資金負担が得られていたか。 

・ 対象国における政府関係機関より、電力、通信、交通インフラ、土地確保等に関する

必要な協力が得られたか。今後の発展に資する良好な関係が構築できたか。 

・ 当該実証事業は、対象国における諸規制等に適合していたか。 
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(2) 実施体制の妥当性 

・ 委託先と対象国のサイト企業との間で、実証事業の実施に関し協力体制が構築された

か。サイト企業は必要な技術力・資金力を有していたか。 

・ 委託先は、実証事業の実現に向けた体制が確立できていたか。当該事業に係る実績や

必要な設備、研究者等を有していたか。経営基盤は確立していたか。 

 

(3) 事業内容・計画の妥当性 

・ 実証事業の内容や計画は具体的かつ実現可能なものとなっていたか。想定された課題

の解決に対する方針が明確になっていたか。 

・ 委託対象経費について、費用項目や経費、金額規模は適切であったか。 

・ 標準化の獲得が普及促進に資すると考えられる場合、標準化に向けた取組が適切に検

討されていたか。 

・ 事業の進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機敏か

つ適切に対応していたか。 

 

３．実証事業成果 

(1) 事業内容・計画の達成状況と成果の意義（省エネ又は代エネ・CO2 削減効果を含む） 

・ 事業内容・計画目標を達成していたか。 

・ 未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成までの課題を把握し、

この課題解決の方針が明確になっているなど、成果として評価できるものであった

か。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られていたか。 

・ 設定された事業内容・計画以外に成果があったか。 

・ 実証事業に係る省エネ効果又は代エネ効果、CO2 削減効果は妥当な水準であったか。 

 

４．事業成果の普及可能性 

(1) 事業成果の競争力 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において需要見込みがあるか。将来的に市場の

拡大が期待できると考えられるか。（調査実績を例示できることが望ましい。） 

・ 普及段階のコスト水準や採算性は妥当と考えられるか。また、実証事業終了後から普

及段階に至るまでの計画は、事業化評価時点のものより具体的かつ妥当なものになっ

ていると考えられるか。 

・ 競合他者に対する強み・弱みの分析がなされているか。特に、競合他者に対して、単

純な経済性だけでない付加価値（品質・機能等）による差別化が認められるか。 

・ 想定される事業リスク（信用リスク、流動性リスク、オペレーショナルリスク、規制

リスク等）が棚卸されているか。その上で、これらリスク係る回避策が適切に検討さ

れているか。 
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(2) 普及体制 

・ 営業、部材生産、建設、メンテナンスなどの役割分担毎に、技術提携や合弁会社の設

立など、ビジネスを実施する上での体制が検討されているか。（既に現地パートナー

との連携実績がある、現地又は近隣地に普及展開のための拠点設置につき検討されて

いることが望ましい。） 

・ 当該事業が委託先の事業ドメインに合致している、又は経営レベルでの意思決定が行

われているか。 

 

(3) ビジネスモデル 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国での普及に向けて、具体的かつ実現可能性の高

いビジネスプランが検討されているか。 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において、普及に資する営業活動・標準化活動

が適切に検討されているか。 

・ 日本企業が継続的に事業に関与できるスキームとなっていることが見込まれるか。 

・ 標準化の獲得が普及促進に資すると考えられる場合、標準化を考慮したビジネスプラ

ンが検討されているか。 

 

(4) 政策形成・支援措置 

・ 対象国やその他普及の可能性がある国において、普及のために必要な政策形成・支援

措置が検討されているか。 

 

(5) 対象国・地域又は日本への波及効果の可能性 

・ 当該技術の普及が、対象国・地域や日本におけるエネルギー問題、二酸化炭素排出、

インフラ整備、雇用、人材育成等、各種課題の解決への貢献又は波及効果が期待でき

るか。 

 


